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どを実施している。 
 シミュレーション技術については、鉄道の運転状

況を模擬することができる鉄道安全性評価シミュ

レータにより、運転状況記録装置から得られる実運

行データ及び路線線形、運行ダイヤに関する情報を

もとにインシデント事象を抽出し、安全運行に役立

てるための研究を進めている。運転状況記録装置

は、平成 17 年に発生した JR 福知山線列車脱線事

故を契機に設置が義務付けられ、現在、普及は進ん

できているが、そこで蓄積されるデータをいかに活

用するかが課題であることから、データの有効活用

に向けて貢献していきたいと考えている。 
 また、自動車・鉄道の双方を所管する当研究所の

特徴を活かしたモード横断的取り組みも進めてお

り、昨年度は、路面電車と自動車間の事故防止を目

指して、東京大学、マツダ、広島電鉄とともに、車

車間通信を活用した安全運転支援システムを構築

し、第 20 回 ITS 世界会議東京 2013 のポストコン

グレスツアーとして、広島において公道での実証実

験を行った。 
２．３．地方鉄道の維持・活性化 
 地方鉄道の維持・活性化を目的として、各種のセ

ンサ技術や汎用技術を活用するとともに、GPS、汎

用無線等の通信技術を組み合わせて、営業列車を用

いた軌道状態監視システム（プローブ車両）や画像

解析による予防保全支援システムの構築を行うな

ど、地方鉄道の保守負担軽減、省コスト化に資する

研究を実施している。 
 また、将来に向けて一層の保守負担軽減、省コス

ト化を図るには、軌道回路等の地上設備に頼ってい

る列車の位置検知を車上主体に置き換え、地上設備

を削減・省力化することが求められる。このため、

当研究所では、国土交通省からの受託研究として、

準天頂衛星、GPS 等の衛星測位技術を活用して列

車の位置検知を行う車上システムの精度・信頼性等

に関する研究にも取り組んでいる。 
２．４．公共交通利用促進等による地球環境問題の

改善 
 公共交通の利用促進に関する研究は、LRT 等の

軌道系システムやデュアルモードシステムなどの

交通システム、及びそれを補完する輸送機関につい

て評価を行うとともに、地方自治体や広く一般社会

への理解促進・啓発活動を行うなど、公共交通シス

テムの普及促進に関する取り組みを実施している。 

 LRT は、省エネルギー性が高く、乗降における

上下移動が少ないため、高齢化社会が進展する中で

交通弱者にも利用しやすい交通システムである。そ

のような LRT や路線バス、デュアルモードシステ

ムなどを対象に、道路交通と軌道系交通を模擬した

シミュレーションによる評価を行い、公共交通シス

テムの導入効果や、公共交通優先信号を導入した場

合の定時性確保に対する効果及び交通流への影響

等について、CO2排出量など環境への影響も含めた

定量的評価を行っている。 
 また、公共交通においては、利便性が高く安定し

た運行ダイヤの確保は重要な課題であることから、

鉄道、路面電車のダイヤを対象として、シミュレー

ション技術を活用し、運行乱れ時における利用者へ

の影響も考慮した運行ダイヤ評価手法の研究に取

り組んでいる。 
２．５．国際標準化及び国際規格適合性認証 
 欧州では、メーカが中心となり、国際標準化を武

器とした鉄道技術の海外展開を積極的に図ってい

る。現在、東南アジアを中心として、多くの国が鉄

道の整備を検討・推進しており、我が国としては、

国家戦略として国際標準化に積極的に関わること

が重要である。このような背景から、日本の優れた

鉄道技術や当研究所の知見・経験を国際規格に反映

させるため、国際標準化活動に積極的に参画してい

る。 
 また、日本の鉄道技術を海外へ展開するにあた

り、第三者機関（認証機関）による国際規格適合性

認証を要求されることが多くなり、近年、海外展開

の要件の一つとなっている。当研究所の鉄道認証室

は、我が国初の鉄道分野における製品認証機関とし

て認定を取得し、認証活動に積極的に取り組んでお

り、認証書の発行実績も増えてきている。 
３．今後の展開 

 交通システム研究領域では、交通システムの安

全・安心の確保、地方鉄道の維持・活性化、公共交

通の利用促進等に関する研究を中心に取り組んで

おり、これらの研究を通じて、安全で持続可能な交

通社会の実現に貢献している。 
 これからも、当研究所が有する研究資産と、安全

性評価技術、シミュレーション技術など、これまで

培ってきた技術力を最大限活用し、安全で安心な国

民生活に結びつく研究に積極的に取り組んでいき

たいと考えている。 
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１．まえがき 
自動車分野における安全性向上については、国土

交通省自動車局が交通事故死傷者数削減を目的と

して推進しているＡＳＶ推進計画において、衝突被

害軽減ブレーキやレーンキープアシストシステム

等の自律検知型安全運転支援システムの開発・実用

化を推進しており、普及が進んできている。しかし、

平成 25 年における交通事故の被害者数は、死亡者

が約 4400 人、負傷者が約 78 万人となっており 1)、

依然として深刻な状況にある。そのため、見通しの

悪い交差点での出会い頭事故等、自律検知型システ

ムで防ぐことのできない事故に対して、車車間通信

等を利用して情報提供や注意喚起を行う通信利用

型安全運転支援システムの実用化に向けた検討も

進められているところである。 
一方、鉄道分野においては、列車の運転保安に直

結する列車位置検知は、実績のある軌道回路が引き

続き主要な方式となっているが、運行管理や保守管

理などの業務を対象に GPS 等による新たな位置検

知技術が取り入れられてきている状況にある。また

近年では、地上～車上間の無線通信システムに基づ

く新たな方式の運転保安装置も実用化されている。 
このように、自動車、鉄道のそれぞれの分野にお

いて、通信技術を効果的に活用することにより安全

を確保するための研究開発、実用化が進められてい

る状況にある。 
そのような状況の中、交通安全環境研究所におい

ては、自動車と軌道系交通システム（鉄道、路面電

車等）の双方の研究を所管している特徴を活かし、

通信技術を活用して、双方の交通モードにかかわる

事故を防止し、安全性を向上するための研究を進め

ている。本稿では、そのような当研究所の取り組み

の一端を紹介する。 

２．通信を活用した安全性向上への取り組み 
２．１．通信を活用した鉄道での取り組み 
自動車と鉄道の接触点となる踏切では、表１に示

すように、鉄道事故全体の約４割に上る事故が発生

しており、鉄道の安全にとって踏切事故防止対策は

重要な課題となっている。 
表１ 鉄道事故件数における踏切事故件数 2) 

 鉄道事故件数 踏切事故件数 
平成 18 年度 849 367 
平成 19 年度 892 350 
平成 20 年度 849 312 
平成 21 年度 851 353 
平成 22 年度 872 301 
平成 23 年度 867 329 
平成 24 年度 811 294 
そのため、当研究所では、図１のように、踏切内

で立ち往生した自動車と列車の衝突を防止するこ

とを目的とした双方向衝突防止システムを構築し、

評価実験を行ってきた。 

 
図１ 双方向衝突防止システムイメージ図 

 このシステムは、自動車が踏切内で立ち往生した

状態を、自動車に搭載した装置（実用時にはカーナ

ビゲーションシステムに組み込む形態を想定）によ

り検出し、汎用通信を利用してインターネット経由

で鉄道の運行管理センタに伝送する。情報を受け取

った運行管理センタは、踏切に接近しつつある列車

に対して、汎用通信を利用してインターネット経由
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で情報を伝送する。さらに、その情報を受信した列

車の車上処理装置は、ＧＰＳにより検知した列車の

位置に基づき、踏切までの距離と到達時間を運転曲

線から算出し、衝突までの余裕時分に応じて、運転

士に対し注意喚起や警報を出力するものである。ま

た、ＧＰＳによる列車の位置情報は、車上処理装置

から運行管理センタに伝送され、運行管理センタで

も注意喚起等の情報を出力するとともに、さらにそ

の情報を自動車の車載装置に伝送し、自動車側でも

状況が把握できるシステムとしている。 
評価実験は、自動車の車載装置を模擬する模擬ナ

ビゲーション装置と鉄道の運行管理センタを模擬

するセンタ処理装置を製作し、車上処理装置を実際

の列車に設置して実施した。その際、踏切に自動車

が立ち往生している状態は、踏切近くに駐車した自

動車の位置を踏切上にマップマッチング補正する

ことで模擬した（図２）。また、運転士に提示する

情報は、列車が踏切に到達するまでの余裕時分が１

～３分の場合は注意喚起、１分未満の場合は警報を

出力するように設定した。 

実験の結果を図３に示す。まず、自動車に設置し

た模擬ナビゲーション装置が踏切内での立ち往生

を検知し、携帯回線でセンタ処理装置に伝送する

（①）。センタ処理装置は、受信した情報を接近中の

列車の車上処理装置に伝送する（②）。情報を受信

した車上処理装置は、現在位置と当該踏切までの距

離から余裕時分を算出し、１～３分の場合は運転士

に注意喚起を出力する（③）と同時に、その情報を

センタ処理装置へ伝送する（④）。情報を受信した

センタ処理装置は、画面上に注意喚起を表示すると

ともに、自動車の模擬ナビゲーション装置にも注意

喚起の情報を伝送する（⑤）。その後、列車が進行

し、余裕時分が１分未満となったところで、注意喚

起から警報に出力が切り替わることを確認した。 
評価実験により、自動車の立ち往生の検知状況、

汎用通信による通信状況、到達までの余裕時分に応

じた注意喚起と警報の出力状況および各装置間に

おける情報の同期等について検証を行い、本システ

ムが踏切における自動車と列車の衝突事故を防止

できる可能性があることを確認した。 

   
図２ 模擬ナビゲーション装置とセンタ処理装置（左）、車上処理装置（中）、立ち往生を模擬した自動車（右） 

 

       

       

図３ 双方向衝突防止システムの実験結果 

模擬ナビゲーション装置 センタ処理装置 車上処理装置
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『列車到着まで１～３分』 

余裕時分が３分以上
のため表示なし 

 

 

２．２．通信を活用した路面電車での取り組み 
近年、路面電車は、環境負荷が少なく大量輸送が

可能という点から見直されてきているが、自動車と

道路を共有することから、自動車と接触する事故が

多く、年間 60～90 件程度の道路障害事故が発生し

ており、その半数以上が交差点において発生してい

る 3)。そこで、ITS 技術を活用し、路面電車と自動

車の双方の安全性を高め、道路を共用する両者が共

存できる交通社会を構築することを目的として、東

京大学、マツダ(株)、広島電鉄(株)、当研究所によ

る広島地区ＩＴＳ共同研究体を組織し、第５期ＡＳ

Ｖ推進計画で実用化の検討が進められている通信

利用型安全運転支援システムを活用して、路面電車

と自動車の双方へ支援するシステムを構築し、公道

での実証実験を実施してきた。 
その集大成として、2013 年 10 月に開催された

ITS 世界会議東京 2013 のポストコングレスツアー

において、世界初の路面電車・自動車間通信による

安全運転支援システムを公開し、実証実験を行うと

ともに、このような取り組みを世界に発信した。 
具体的な実施内容は以下の通りである。 
構築した路面電車・自動車間通信による安全運転

支援システムは、見通しの悪い路地から軌道敷を横

断して右折する自動車と接近する路面電車が接触

する可能性がある場面（図４(1)）や、交差点で右折

待ちをしている自動車と後方から接近する路面電

車が接触する可能性がある場面（図４(2)）を支援対

象場面とした。支援は自動車のドライバーと路面電

車の運転士双方に行い、両者に相手の情報を伝え、

接近の警報を出すことで、支援をより効果的なもの

とした。路面電車側での支援の流れとしては、GPS
により検出した位置、進行方向、速度と車車間通信

で受信した自動車の位置、進行方向、速度、ウィン

カー情報から、支援の必要があると判断した場合

に、運転席に設置した支援モニタにより、場面に応

じた画面表示と音声メッセージで注意喚起を行う

こととした 4)。 

     
図４ 運転支援を実施した場面 

実証実験では、自動車、路面電車それぞれの情報

が通信システムにより確実に伝送されることや、両

者が接近し接触の可能性があると判断した場合に、

ドライバーと運転士に場面に応じた支援が行われ

ることを検証し、自動車と路面電車の接触事故の防

止に効果があることを確認した。 
 
２．３．通信を活用した歩行者と自動車間の取り組

み 
自動車と他のモードとの間の安全性の向上につ

いては、鉄道や路面電車との事故の防止に加え、歩

行者事故の防止も取り組むべき課題の一つとなっ

ている。 

近年普及が進んでいるハイブリッド車や電気自

動車は、低速でのモーター走行において、一般のエ

ンジン車に比べ走行音が小さく、車両の接近に気が

つきにくいとの指摘が、視覚障害者団体や一部の専

門家から寄せられている。そのため、国土交通省で

は「ハイブリッド車等の静音性に関する対策」のガ

イドラインを定め、当面の対策として、自動車から

注意を促すための音を出すこととなった。しかしな

がら、電動車両は今後も増加傾向にあり、全ての電

動車両から音を出すことになると、新たな騒音源と

なる可能性がある。そこで、ＩＴ技術を活用し、視

覚障害者と自動車の安全性を確保するために歩車

間通信を活用した研究に取り組んでいる。歩車間通

信については、2011 年度から実施されている第５期

ASV5)でも検討が進められているが、ASV では自動車

のドライバーへ歩行者の存在を知らせることを目

的としているのに対し、本研究では、歩行者に自動

車の接近を知らせることを目的とした検討を進め

ている（図５）。 

 

図５ 歩車間通信システムイメージ図 
検討中の歩車間通信システムは、普及が進んでい

るスマートホンを活用し、自動車と歩行者双方で位

置情報や進行方向、速度等を伝送し、自身の端末の

情報と伝送された相手端末の情報から、単路で対向

している場合等、接触の可能性がある場面におい

て、衝突予測時間（TTC：Time To Collision）に応

(1) (2) 
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で情報を伝送する。さらに、その情報を受信した列

車の車上処理装置は、ＧＰＳにより検知した列車の

位置に基づき、踏切までの距離と到達時間を運転曲

線から算出し、衝突までの余裕時分に応じて、運転

士に対し注意喚起や警報を出力するものである。ま

た、ＧＰＳによる列車の位置情報は、車上処理装置

から運行管理センタに伝送され、運行管理センタで

も注意喚起等の情報を出力するとともに、さらにそ

の情報を自動車の車載装置に伝送し、自動車側でも

状況が把握できるシステムとしている。 
評価実験は、自動車の車載装置を模擬する模擬ナ

ビゲーション装置と鉄道の運行管理センタを模擬

するセンタ処理装置を製作し、車上処理装置を実際

の列車に設置して実施した。その際、踏切に自動車

が立ち往生している状態は、踏切近くに駐車した自

動車の位置を踏切上にマップマッチング補正する

ことで模擬した（図２）。また、運転士に提示する

情報は、列車が踏切に到達するまでの余裕時分が１

～３分の場合は注意喚起、１分未満の場合は警報を

出力するように設定した。 

実験の結果を図３に示す。まず、自動車に設置し

た模擬ナビゲーション装置が踏切内での立ち往生

を検知し、携帯回線でセンタ処理装置に伝送する

（①）。センタ処理装置は、受信した情報を接近中の

列車の車上処理装置に伝送する（②）。情報を受信

した車上処理装置は、現在位置と当該踏切までの距

離から余裕時分を算出し、１～３分の場合は運転士

に注意喚起を出力する（③）と同時に、その情報を

センタ処理装置へ伝送する（④）。情報を受信した

センタ処理装置は、画面上に注意喚起を表示すると

ともに、自動車の模擬ナビゲーション装置にも注意

喚起の情報を伝送する（⑤）。その後、列車が進行

し、余裕時分が１分未満となったところで、注意喚

起から警報に出力が切り替わることを確認した。 
評価実験により、自動車の立ち往生の検知状況、

汎用通信による通信状況、到達までの余裕時分に応

じた注意喚起と警報の出力状況および各装置間に

おける情報の同期等について検証を行い、本システ

ムが踏切における自動車と列車の衝突事故を防止

できる可能性があることを確認した。 

   
図２ 模擬ナビゲーション装置とセンタ処理装置（左）、車上処理装置（中）、立ち往生を模擬した自動車（右） 

 

       

       

図３ 双方向衝突防止システムの実験結果 

模擬ナビゲーション装置 センタ処理装置 車上処理装置

⑤ ④

① ②

③ 

『立ち往生検出』

『立ち往生車両あり』

『列車到着まで１～３分』

『接近列車あり』
『列車到着まで１～３分』

『列車到着まで１～３分』 

余裕時分が３分以上
のため表示なし 

 

 

２．２．通信を活用した路面電車での取り組み 
近年、路面電車は、環境負荷が少なく大量輸送が

可能という点から見直されてきているが、自動車と

道路を共有することから、自動車と接触する事故が

多く、年間 60～90 件程度の道路障害事故が発生し

ており、その半数以上が交差点において発生してい

る 3)。そこで、ITS 技術を活用し、路面電車と自動

車の双方の安全性を高め、道路を共用する両者が共

存できる交通社会を構築することを目的として、東

京大学、マツダ(株)、広島電鉄(株)、当研究所によ

る広島地区ＩＴＳ共同研究体を組織し、第５期ＡＳ

Ｖ推進計画で実用化の検討が進められている通信

利用型安全運転支援システムを活用して、路面電車

と自動車の双方へ支援するシステムを構築し、公道

での実証実験を実施してきた。 
その集大成として、2013 年 10 月に開催された

ITS 世界会議東京 2013 のポストコングレスツアー

において、世界初の路面電車・自動車間通信による

安全運転支援システムを公開し、実証実験を行うと

ともに、このような取り組みを世界に発信した。 
具体的な実施内容は以下の通りである。 
構築した路面電車・自動車間通信による安全運転

支援システムは、見通しの悪い路地から軌道敷を横

断して右折する自動車と接近する路面電車が接触

する可能性がある場面（図４(1)）や、交差点で右折

待ちをしている自動車と後方から接近する路面電

車が接触する可能性がある場面（図４(2)）を支援対

象場面とした。支援は自動車のドライバーと路面電

車の運転士双方に行い、両者に相手の情報を伝え、

接近の警報を出すことで、支援をより効果的なもの

とした。路面電車側での支援の流れとしては、GPS
により検出した位置、進行方向、速度と車車間通信

で受信した自動車の位置、進行方向、速度、ウィン

カー情報から、支援の必要があると判断した場合

に、運転席に設置した支援モニタにより、場面に応

じた画面表示と音声メッセージで注意喚起を行う

こととした 4)。 

     
図４ 運転支援を実施した場面 

実証実験では、自動車、路面電車それぞれの情報

が通信システムにより確実に伝送されることや、両

者が接近し接触の可能性があると判断した場合に、

ドライバーと運転士に場面に応じた支援が行われ

ることを検証し、自動車と路面電車の接触事故の防

止に効果があることを確認した。 
 
２．３．通信を活用した歩行者と自動車間の取り組

み 
自動車と他のモードとの間の安全性の向上につ

いては、鉄道や路面電車との事故の防止に加え、歩

行者事故の防止も取り組むべき課題の一つとなっ

ている。 

近年普及が進んでいるハイブリッド車や電気自

動車は、低速でのモーター走行において、一般のエ

ンジン車に比べ走行音が小さく、車両の接近に気が

つきにくいとの指摘が、視覚障害者団体や一部の専

門家から寄せられている。そのため、国土交通省で

は「ハイブリッド車等の静音性に関する対策」のガ

イドラインを定め、当面の対策として、自動車から

注意を促すための音を出すこととなった。しかしな

がら、電動車両は今後も増加傾向にあり、全ての電

動車両から音を出すことになると、新たな騒音源と

なる可能性がある。そこで、ＩＴ技術を活用し、視

覚障害者と自動車の安全性を確保するために歩車

間通信を活用した研究に取り組んでいる。歩車間通

信については、2011 年度から実施されている第５期

ASV5)でも検討が進められているが、ASV では自動車

のドライバーへ歩行者の存在を知らせることを目

的としているのに対し、本研究では、歩行者に自動

車の接近を知らせることを目的とした検討を進め

ている（図５）。 

 

図５ 歩車間通信システムイメージ図 
検討中の歩車間通信システムは、普及が進んでい

るスマートホンを活用し、自動車と歩行者双方で位

置情報や進行方向、速度等を伝送し、自身の端末の

情報と伝送された相手端末の情報から、単路で対向

している場合等、接触の可能性がある場面におい

て、衝突予測時間（TTC：Time To Collision）に応

(1) (2) 
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じて情報提供や注意喚起を出力することとし、出力

するタイミングや提供方法についても検討を進め

ているところである。今後、試作、評価実験を行い、

歩車間通信の性能等について検証を行うこととし

ている。さらに、このシステムを路面電車にも適用

可能か、検討を行っている。 
３．今後の展望 

３．１．踏切事故防止への取り組み 
これまで述べたように、当研究所では、通信技術

を利用して自動車と鉄道、路面電車、さらに歩行者

との接触事故を防止することを目的とした取り組

みを行ってきている。 
今後は、これらにより培った知見を活用し、特に

鉄道分野では、鉄道事故の約４割を占める踏切事故

の防止に向けた研究をさらに進展させていきたい

と考えている。踏切の事故防止対策は、鉄道事業者

が踏切保安設備の高度化（１種踏切化、遮断時間の

適切化）や踏切障害物検知装置の設置を進めており

効果を上げているが、事故の態様により依然として

接触・衝突に至るケースが認められる。そのことか

ら、一層の安全性向上を図るためには、新たな踏切

事故防止対策が求められている状況にある。そのた

め、２．１で述べた双方向衝突防止システムをベー

スに、地方鉄道での活用も視野に入れ、より低コス

トで、踏切に接近する自動車に対し列車の接近を知

らせることができるシステムの検討を行うことと

している。 
通常、踏切保安設備の制御は、列車の接近を検知

して踏切警報機、遮断機を動作させ、列車の通過完

了を検知してそれぞれの動作を終了させる。そのた

め、本システムは、列車の接近を検知した際に落下

するリレーを用いて、踏切に接近する自動車に対し

て列車の接近情報を提供する（図６）。 

 
図６ 踏切動作状態の伝送イメージ 

自動車の車載装置をカーナビゲーションシステ

ムに組み込めば、列車の接近情報をその HMI
（Human Machine Interface）を通してドライバー

に報知することができ、今までは目視のみで安全確

認を行っていたドライバーに対し、新たな安全運転

支援を行うことが可能となる。 
さらに、踏切保安設備が動作中であるにも関わら

ず自動車が踏切内に進入した場合は、ドライバーが

正常な運転ができない状態となっていることが想

定されるため、自動車の自位置（踏切内）を列車に

通信することにより、接触事故の防止や被害の軽減

につながるものと考える。 
なお、このシステムは、踏切内に進入した自動車

の検知だけでなく、悪天候等で視界不良の状態で、

踏切から線路へ誤進入してしまった自動車や、遮断

機が降りるまでに渡りきれず、踏切内に取り残され

てしまった歩行者等を検知することに応用するこ

ともできると思われる（図７）。 

 
図７ システム応用例 

４．まとめ 
通信技術を利用した、自動車と鉄道、路面電車、

歩行者との間の安全性向上への取り組みについて

紹介した。 
特に踏切事故の防止は、鉄道の安全対策の中で依

然として重要な課題となっていることから、さらな

る安全性向上に貢献できる研究に継続的に注力し

ていきたいと考えている。 
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２．鉄道におけるマルチ GNSS 測位の利活用技術 
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１．はじめに 
 鉄道分野において衛星測位の利用は、旅客サービス

用途、運転補助用途、保守・保線用途等で実用化され

ており、列車制御に用いる研究も進められている。 

 海外では、省メンテナンス化を狙って駅間の部分に

は軌道回路を設置せず、無線通信と GPS(Global 

Positioning System)で列車位置を取得する方式が実

用化されており、さまざまな衛星測位の利用法が拡が

っていくと考えられる。 

衛星測位は、GPS以外にもさまざまシステムがある。

日本ではGPS衛星と互換性があり、日本上空の高仰角

に配置される軌道を持つ「準天頂衛星」(以下「QZS」

(Quasi-Zenith Satellites System)という。）を平成

22年に打ち上げており、平成30年度には4機、将来

は7機体制となる予定である。また、ガリレオ（欧州）、

北斗（中国）、GLONASS（ロシア）等の衛星測位システ

ム（マルチ GNSS（Global Navigation Satellite 

System））が構築されつつある。 

GPS とは信号の搬送方法や、時間の定義に差異があ

るが、１台の衛星測位受信機（以下「受信機」という）

により複数のシステムを統合的に利用できる、マルチ

GNSS受信機では、短時間で高精度の位置情報を取得で

きる等の利点があり、現状ではスマートフォンへの組

み込みや、測量での利用等が進められており、受信機

のマルチGNSS化は急激に進むと思われる。 

本稿では、鉄道における衛星測位をマルチ GNSS で

利活用する効果に関する試験等の結果を報告する。 

２．マルチＧＮＳＳによる効果 
衛星測位は、基本的には人工衛星（位置は既知）か

らの信号を受信した際に、その衛星との距離を把握

し、自位置の座標（X,Y,Z)及び時計の誤差(t)を特定

する技術である。この４つの変数を算出するために、

最低４機の人工衛星から信号を受信する必要がある。 

 一般的に、地上には遮蔽物が多いため、地平線に近

い低仰角の衛星の信号は遮蔽や、回折波による劣化

（マルチパスと呼ぶ）の影響を受ける。利用できる人

工衛星の母数が多く、かつ、天球上で衛星が偏在しな

い場合（偏在の度合いはHDOP(Horizontal Dilution of 

Precision)という指標値で示される）の方が位置検知

精度が高くなる。そのため、利用可能な衛星が多くな

るマルチGNSSでは、GPSのみより位置検知精度等が向

上すると考えられる。 

鉄道での衛星測位の利用形態は、静止中と移動中の

状態の２つが考えられるが、それぞれの利用例として

以下のものが考えられる。 

(1)静止中に測位を行う用途 

車庫内における列車起動時の位置測定、停車駅で

の番線検知、線路位置・設備の位置測定など 

(2)移動中に測位を行う用途 

 走行中の自列車位置把握、曲線等の速度チェッ

ク、閉そく境界検知など 

２．１．静止中の測位に対する効果 

 高精度の受信機には、設定した仰角以下の衛星を使

わない機能があり、高度角マスクと呼ばれている。 

図１は、高度角マスクの設定値別にD-GPS方式で測

位できた時間割合（FIX率）を示したデータである。 

駅部や、線路近くに３階建以上の建物がある場合、

45 度程度の遮蔽物となるが、45 度では GPS 衛星のみ

（青色）はFIX率が大幅に低下するが、マルチGNSS測

位（赤、緑、紫色）では 80%以上である。QZS は今後

運用数が増えるため、さらに測位率（測位演算結果が

得られた時間割合）が高まり、現在測位が難しい環境

でも今後は衛星測位が利用できる可能性がある。 

 
                 注） 
                  G  :GPS（青） 
                   GR :GPS+GLONASS 
                                     （赤） 
                                GJ :GPS+QZS（緑） 
                 GRJ :GPS+GLONASS 
                    +QZS（紫） 
 

図１ 高度角マスク設定によるFIX率の変化 ※ 

※「準天頂衛星を利用する GNSS 実験観測及び技術指針

の検討報告書」（平成24年 国土地理院）より抜粋 




